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市 議 案 第 ５ ８ 号  
と よ な か 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策 基 金 積 立 条 例 を  
廃 止 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 と よ な か 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策 基 金 積 立 条 例 を 廃 止 す る 条

例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出       
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 が ５ 類 感 染 症 に 移 行 し た こ と を 踏

ま え ， と よ な か 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策 基 金 積 立 条 例 を 廃 止 す

る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊 中 市条 例 第   号  

と よ なか 新 型 コ ロ ナ ウ イル ス 対 策 基 金 積 立条 例 を  

廃 止 する 条 例  

 と よ な か 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策 基 金 積 立 条 例 （ 令 和 ２ 年 豊

中 市 条例 第 ３ １ 号 ） は ，廃 止 す る 。  

附  則  

１  この 条 例 は ， 公 布 の日 か ら 施 行 す る 。  

２  豊中 市 を 応 援 す る ため の 寄 附 条 例 （ 平成 ２ ０ 年 豊 中 市 条例  

第 ４ ４号 ） の 一 部 を 次 のよ う に 改 正 す る 。          

  第２ 条 中 第 １ １ 号 を削 り ， 第 １ ２ 号 を第 １ １ 号 と し ， 第１

３ 号 を第 １ ２ 号 と す る 。  

第 ３ 条第 １ 項 第 １ １ 号 を削 り ， 同 項 第 １ ２号 中 「 前 条 第１

２ 号 」を「 前条 第 １ １ 号 」に 改 め ，同 号 を同 項 第 １ １ 号 と し，

同 項 第１ ３ 号 中「 前 条 第１ ３ 号 」を「 前 条 第１ ２ 号 」に 改 め，

同 号 を同 項 第 １ ２ 号 と する 。  

３  豊中 市 ま ち づ く り 応援 基 金 積 立 条 例 （平 成 ２ ０ 年 豊 中 市条

例 第 ４７ 号 ） の 一 部 を 次の よ う に 改 正 す る。  

  第１ 条 及 び 第 ２ 条 第１ 号 中 「 第 ２ 条 第１ ３ 号 」 を 「 第 ２条

第 １ ２号 」 に 改 め る 。  
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市 議 案 第 ５ ９ 号  
豊 中 市 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ

い て  
 豊 中 市 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る

も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出       
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 地 方 税 法 等 の 改 正 に 伴 い 特 定 バ イ オ マ ス 発 電 設 備 に 係 る 固 定

資 産 税 等 の 課 税 標 準 の 特 例 措 置 そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る と

と も に ，市 民 税 等 の 職 権 に よ る 減 免 に 係 る 規 定 を 整 備 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市市税条例の一部を改正する条例 

豊中市市税条例（平成１５年豊中市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（個人の市民税の減免） （個人の市民税の減免） 

第４６条 （省 略） 第４６条 （省 略） 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は，納期限までに，

市規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は，納期限までに，市

規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。ただし，市長

が災害その他やむを得ない事情があると認める場合は，申請の時期又はその

要否について，別の措置を講じることができる。 

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は，その理由が消滅した場

合においては，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は，その理由が消滅した場合

には，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

第６２条 法第３４８条第２項第９号，第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする者は，土地については第１号及び

第２号に，家屋については第３号及び第４号に，償却資産については第５号

及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を，当該土地，家屋又は償却資産

が学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第６４条第４

項の法人，公益社団法人若しくは公益財団法人，宗教法人若しくは社会福祉

法人で幼稚園を設置するもの，医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１

条の公的医療機関の開設者，法施行令第４９条の１０第１項に規定する医療

法人，公益社団法人若しくは公益財団法人，一般社団法人（非営利型法人（法

第６２条 法第３４８条第２項第９号，第９号の２若しくは第１２号の固定資

産又は同項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用に供するものに限る。）につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする者は，土地については第１号及び

第２号に，家屋については第３号及び第４号に，償却資産については第５号

及び第６号に掲げる事項を記載した申告書を，当該土地，家屋又は償却資産

が学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第１５２条第

５項の法人，公益社団法人若しくは公益財団法人，宗教法人若しくは社会福

祉法人で幼稚園を設置するもの，医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３

１条の公的医療機関の開設者，法施行令第４９条の１０第１項に規定する医

療法人，公益社団法人若しくは公益財団法人，一般社団法人（非営利型法人
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型法人

に該当するものに限る。），社会福祉法人，独立行政法人労働者健康安全機

構，健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合

若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師，准看護師，歯科衛生士，歯科

技工士，助産師，臨床検査技師，理学療法士若しくは作業療法士の養成所を

設置するもの，公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置するも

の，公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和

２６年法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社団

法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条にお

いて「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合においては

当該土地，家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用させていること

を証明する書面を添付して，市長に提出しなければならない。 

（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この条に

おいて同じ。）に該当するものに限る。）若しくは一般財団法人（非営利型

法人に該当するものに限る。），社会福祉法人，独立行政法人労働者健康安

全機構，健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済

組合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師，准看護師，歯科衛生士，

歯科技工士，助産師，臨床検査技師，理学療法士若しくは作業療法士の養成

所を設置するもの，公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置する

もの，公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭

和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社

団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条に

おいて「学校法人等」という。）の所有に属しないものである場合において

は当該土地，家屋又は償却資産を当該学校法人等に無料で使用させているこ

とを証明する書面を添付して，市長に提出しなければならない。 

(１)～(６) （省 略） (１)～(６) （省 略） 

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第７７条 （省 略） 第７７条 （省 略） 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は，納期限まで

に，市規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。ただし，

市長がやむを得ない事情があると認める場合は，申請の時期又はその要否に

ついて，別の措置を講じることができる。 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は，納期限まで

に，市規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。ただし，

市長が災害その他やむを得ない事情があると認める場合は，申請の時期又は

その要否について，別の措置を講じることができる。 

３ 第１項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は，その理由が消滅し

た場合においては，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は，その理由が消滅した

場合には，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第１１５条 （省 略） 第１１５条 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は，納期限

までに，市規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は，納期限ま

でに，市規則で定めるところにより，市長に申請しなければならない。ただ

し，市長が災害その他やむを得ない事情があると認める場合は，申請の時期

又はその要否について，別の措置を講じることができる。 

３ 第１項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は，その理由が消

滅した場合には，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は，その理由が消滅

した場合には，直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

附 則 附 則 

（読替規定） （読替規定） 

第１１条 （省 略） 第１１条 （省 略） 

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３４項若しくは第４５項又は第６３条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２項中「又は第３３項」

とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若しくは第６３条」とす

る。 

２ 法附則第１５条第１項，第１３項から第１５項まで，第１７項，第１９項，

第２４項，第３２項，第３４項，第３８項若しくは第４５項又は第６３条の

規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第１３６条第２項中「又は

第３３項」とあるのは，「若しくは第３３項又は附則第１５条若しくは第６

３条」とする。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１１条の２ （省 略） 第１１条の２ （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

 ５ 法附則第１５条第２５項第２号の条例で定める割合は，７分の６とする。 

５～７ （省 略） ６～８ （省 略） 

 ９ 法附則第１５条第３８項の条例で定める割合は，２分の１とする。 

８・９ （省 略） 10・11 （省 略） 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第３４条 附則第１６条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附 第３４条 附則第１６条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

則第１４条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の３，第３

４９条の３の２又は附則第１５条の規定の適用がある宅地等を除く。）に対

して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の特別土地保有税に

ついては，第１１２条第１号中「当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格」とあるのは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第１６条第１

項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

則第１４条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の３，第３

４９条の３の２又は附則第１５条の規定の適用がある宅地等を除く。）に対

して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の特別土地保有税に

ついては，第１１２条第１号中「当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格」とあるのは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第１６条第１

項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１

８年１月１日から令和６年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第１１２条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし，「法施行

令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「法施行令第５４条の

３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１

８年１月１日から令和９年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第１１２条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし，「法施行

令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「法施行令第５４条の

３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （省 略） ３～５ （省 略） 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，第６２条の改正規定は，令和７年４月１日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ ０ 号  
豊 中 市 保 護 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定  
め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 豊 中 市 保 護 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

救 護 施 設 ， 更 生 施 設 ， 授 産 施 設 及 び 宿 所 提 供 施 設 の 設 備 及 び

運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 豊中市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （就業環境の整備） 

第８条の２ 救護施設等は，利用者に対し適切な処遇を行う観点から，職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されるこ

とを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 （業務継続計画の策定等） 

第８条の３ 救護施設等は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対

する処遇を継続的に行うため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 救護施設等は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 救護施設等は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

（非常災害対策） （非常災害対策） 

第９条 （省 略） 第９条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 ３ 救護施設等は，前項に規定する訓練の実施に当たって，地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならない。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第１８条 （省 略） 第１８条 （省 略） 

２ 救護施設は，当該救護施設において感染症が発生し，又はまん延しないよ

うに必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 救護施設は，当該救護施設において感染症又は食中毒が発生し，又はまん

延しないように，次に掲げる措置を講じなければならない。 

 (１) 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに，そ

の結果について，職員に周知徹底を図ること。 

 (２) 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

 (３) 当該救護施設において，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練を定期的に実施すること。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ １ 号  
豊 中 市 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職

員 ， 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 等 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職 員 ， 設 備 及

び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出       
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 ， 職 員 ， 設 備 及 び 運 営

に 関 す る 基 準 等 の 改 正 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 豊中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４６号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（職員の数等） （職員の数等） 

第６条 （省 略） 第６条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満３歳未満の園児に

ついては，その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は，次の表の左

欄に掲げる園児の区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める員数以上とす

る。ただし，当該職員の数は，常時２人を下ってはならない。 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満３歳未満の園児に

ついては，その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は，次の表の左

欄に掲げる園児の区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める員数以上とす

る。ただし，当該職員の数は，常時２人を下ってはならない。 

園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね３０人につき１人 

２ 満３歳以上満４歳未満の園児 おおむね２０人につき１人 

（省 略） 
 

園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね２５人につき１人 

２ 満３歳以上満４歳未満の園児 おおむね１５人につき１人 

（省 略） 
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

４・５ （省 略） ４・５ （省 略） 

（豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第２条 豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年豊中市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（職員の数） （職員の数） 

第４条 認定こども園には，次の表の左欄に掲げる子どもの区分に応じ，それ

ぞれ同表の右欄に定める員数以上の教育及び保育に直接従事する職員（同表

の左欄に掲げる子どもの区分が満３歳未満である場合にあっては，保育に直

接従事する職員とする。以下同じ。）を置かなければならない。 

第４条 認定こども園には，次の表の左欄に掲げる子どもの区分に応じ，それ

ぞれ同表の右欄に定める員数以上の教育及び保育に直接従事する職員（同表

の左欄に掲げる子どもの区分が満３歳未満である場合にあっては，保育に直

接従事する職員とする。以下同じ。）を置かなければならない。 

子どもの区分 員数 

（省 略） 

満３歳以上満４歳未満の子ども おおむね２０人につき１人 

満４歳以上の子ども おおむね３０人につき１人 
 

子どもの区分 員数 

（省 略） 

満３歳以上満４歳未満の子ども おおむね１５人につき１人 

満４歳以上の子ども おおむね２５人につき１人 
 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（職員） （職員） 

第３６条 （省 略） 第３６条 （省 略） 

２ 保育士の数は，乳児おおむね３人につき１人以上，満１歳以上満２歳に満

たない幼児おおむね５人につき１人以上，満２歳以上満３歳に満たない幼児

おおむね６人につき１人以上，満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね２

０人につき１人以上，満４歳以上の幼児おおむね３０人につき１人以上とす

る。ただし，一の保育所につき２人を下回らないものとする。 

２ 保育士の数は，乳児おおむね３人につき１人以上，満１歳以上満２歳に満

たない幼児おおむね５人につき１人以上，満２歳以上満３歳に満たない幼児

おおむね６人につき１人以上，満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね１

５人につき１人以上，満４歳以上の幼児おおむね２５人につき１人以上とす

る。ただし，一の保育所につき２人を下回らないものとする。 

（豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 
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第４条 豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（職員） （職員） 

第３０条 （省 略） 第３０条 （省 略） 

２ 保育士の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(５) 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 (５) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（職員） （職員） 

第３２条 （省 略） 第３２条 （省 略） 

２ 保育従事者の数は，次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ，当該各号に定

める数の合計数に１を加えた数以上とし，そのうち半数以上は保育士とす

る。 

２ 保育従事者の数は，次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ，当該各号に定

める数の合計数に１を加えた数以上とし，そのうち半数以上は保育士とす

る。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(５) 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 (５) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ （省 略） ３ （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（職員） （職員） 

第４５条 （省 略） 第４５条 （省 略） 

２ 保育士の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の合計

数以上とする。ただし，保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下回る

ことはできない。 

２ 保育士の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の合計

数以上とする。ただし，保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下回る

ことはできない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(５) 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 (５) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（職員） （職員） 

第４８条 （省 略） 第４８条 （省 略） 

２ 保育従事者の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の

合計数に１を加えた数以上とし，そのうち半数以上は保育士とする。 

２ 保育従事者の数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める数の

合計数に１を加えた数以上とし，そのうち半数以上は保育士とする。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１２項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(５) 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 (５) 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１人 

３ （省 略） ３ （省 略） 

   附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 
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２ 園児の教育及び保育に直接従事する職員の配置の状況に鑑み，教育及び保育の提供に支障を及ぼすおそれがある場合における第１条の規定による改正後の豊

中市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準を定める条例第６条第３項の規定の適用については，当分の間，同項の表中「２

５人」とあるのは「３０人」と，「１５人」とあるのは「２０人」とする。 

３ 子どもに対する教育及び保育に直接従事する職員の配置の状況に鑑み，教育及び保育の提供に支障を及ぼすおそれがある場合における第２条の規定による改

正後の豊中市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例第４条第１項の規定の適用については，当分の間，同項の表中「１５人」

とあるのは「２０人」と，「２５人」とあるのは「３０人」とする。 

４ 保育士の配置の状況に鑑み，保育の提供に支障を及ぼすおそれがある場合における第３条の規定による改正後の豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例第３６条第２項の規定の適用については，当分の間，同項中「１５人」とあるのは「２０人」と，「２５人」とあるのは「３０人」とする。 

５ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み，保育の提供に支障を及ぼすおそれがある場合における第４条の規定による改正後の豊中市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例第３０条第２項，第３２条第２項，第４５条第２項及び第４８条第２項の規定の適用については，当分の間，これらの規

定中「１５人」とあるのは「２０人」と，「２５人」とあるのは「３０人」とする。 

17 



市 議 案 第 ６ ２ 号  
豊 中 市 無 料 低 額 宿 泊 所 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基  
準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ  
い て  

 豊 中 市 無 料 低 額 宿 泊 所 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る

条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

無 料 低 額 宿 泊 所 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴 い ，

所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

豊中市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和元年豊中市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（入居申込者に対する説明，契約等） （入居申込者に対する説明，契約等） 

第１５条 （省 略） 第１５条 （省 略） 

２～６ （省 略） ２～６ （省 略） 

７ 無料低額宿泊所は，入居申込者からの申出があった場合には，第１項の規

定による文書の交付に代えて，第１０項で定めるところにより，当該入居申

込者の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項及び第２項の事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提

供することができる。この場合において，当該無料低額宿泊所は，当該文書

を交付したものとみなす。 

７ 無料低額宿泊所は，入居申込者からの申出があった場合には，第１項の規

定による文書の交付に代えて，第１０項で定めるところにより，当該入居申

込者の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項及び第２項の事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提

供することができる。この場合において，当該無料低額宿泊所は，当該文書

を交付したものとみなす。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに第１項の重要事項及び第２項の事項を記録したものを交付する方

法 

(２) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に係る記録媒体をい

う。）をもって調製するファイルに第１項の重要事項及び第２項の事項を

記録したものを交付する方法 

８～11 （省 略） ８～11 （省 略） 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ ３ 号  
豊 中 市 消 防 団 員 等 公 務 災 害 補 償 条 例 の 一 部 を 改 正  
す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

 豊 中 市 消 防 団 員 等 公 務 災 害 補 償 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を

次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ６ 年 （ ２ ０ ２ ４ 年 ） ５ 月 ３ １ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

非 常 勤 消 防 団 員 等 に 係 る 損 害 補 償 の 基 準 を 定 め る 政 令 の 改

正 に 伴 い ，非 常 勤 消 防 団 員 等 に 係 る 補 償 基 礎 額 を 改 正 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

豊中市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年豊中市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 （省 略） 第５条 （省 略） 

２ 前項の補償基礎額は，次に定めるところによる。 ２ 前項の補償基礎額は，次に定めるところによる。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 消防作業従事者，救急業務協力者若しくは水防従事者又は応急措置従

事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防作業等に従事し，若し

くは救急業務に協力し，又は応急措置の業務に従事したことにより死亡

し，負傷し，若しくは疾病にかかり，又は消防作業等に従事し，若しくは

救急業務に協力し，又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しく

は疾病により死亡し，若しくは心身に著しい障害を有することとなった場

合には，８，９００円とする。ただし，その額が，その者の通常得ている

収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは，１４，２００円を超

えない範囲内においてこれを増額した額とすることができる。 

(２) 消防作業従事者，救急業務協力者若しくは水防従事者又は応急措置従

事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防作業等に従事し，若し

くは救急業務に協力し，若しくは応急措置の業務に従事したことにより死

亡し，負傷し，若しくは疾病にかかり，又は消防作業等に従事し，若しく

は救急業務に協力し，若しくは応急措置の業務に従事したことによる負傷

若しくは疾病により死亡し，若しくは心身に著しい障害を有することとな

った場合には，９，１００円とする。ただし，その額が，その者の通常得

ている収入の日額に比して公正を欠くと認められるときは，１４，２００

円を超えない範囲内においてこれを増額した額とすることができる。 

３・４ （省 略） ３・４ （省 略） 

別表 別表 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

１０年未満 １０年以上２０年

未満 

２０年以上 

階級 勤務年数 

１０年未満 １０年以上２０年

未満 

２０年以上 

21 



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

団長及び副団長 １２，４４０円 １３，３２０円 （省 略） 

分団長及び副分団長 １０，６７０円 １１，５５０円 １２，４４０円

部長，班長及び団員 ８，９００円 ９，７９０円 １０，６７０円
 

団長及び副団長 １２，５００円 １３，３５０円 （省 略） 

分団長及び副分団長 １０，８００円 １１，６５０円 １２，５００円

部長，班長及び団員 ９，１００円 ９，９５０円 １０，８００円
 

備考 （省 略） 備考 （省 略） 

附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の豊中市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項及び別表の規定は，令和６年４月１日（以下「適用日」という。）以後に支給すべ

き事由の生じた損害補償（傷病補償年金，障害補償年金及び遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）を除く。以下同じ。）及び適用日の属する月分以

後の月分の傷病補償年金等について適用し，適用日前に支給すべき事由の生じた損害補償及び適用日の属する月の前月分以前の月分の傷病補償年金等について

は，なお従前の例による。 
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